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特集　移行経済の現状と展望

市場経済移行と世界経済への統合

一国内改革と対外開放の相互作用一

長　岡　貞　男

　中国，中欧，あるいはバルト諸国の経験は，貿易及び投資への対外開放が，市場経済移行に強力な

力を発揮してきたことを示している．貿易機会は経済成長に必要な経済資源を拡大し，国際的な技術

移転を促進し，長期的な視野に立った企業行動を促す．しかし，他方でロシアの経験は，企業への予

算制約がソフトなままである場合，貿易と投資の自由化は，マクロ経済の安定や国内の貸し出し市場

を阻害する危険もあることを示している．旧計画経済国における貿易の自由化は国内の大幅な相対価

格の変化をもたらすとともに，金融の対外自由化は国内貯蓄への国家の買い手独占の廃止の効果を大

きくして，政府及び企業の調達金利を上昇させるからである．マクロ経済の安定化に成功していない

ロシアなどでは，当面，財政バランスの回復を最：重点にしていく必要がある．但し，こうした国でも

自由な貿易と投資体制への長期的なコミットメントは非常に重要であり，WTO加盟が，そのための
一つめ重要な手段を提供している．

はじめに

　ロシアや中国等における計画経済体制から市

場経済への移行は，同時に，貿易及び投資の国

家管理の廃止による，世界経済への統合の過程

を伴ってきた．貿易と投資を通じた世界経済へ

の統合は，国際分業を利用した経済の拡大，新

たな技術や市場経済国の経営手法の導入による

生産性の向上によって，これらの国の市場経済

移行を容易にし，経済成長を高めることが期待

された．他方で，急速な対外開放は，既存産業

に強い縮小圧力をかけ，マクロ経済の安定を阻

害するとの懸念も存在した。対外開放が国内改

革と補完的に進むかどうかは市場経済移行が円

滑に進むかどうかを決定する最も重要な要因の

ひとつである．また中国を加えると市場経済移

行国は，人ロベースで世界の約3分の1を占め，

その世界経済への円滑な統合は世界経済の発展

の観点からも重要な課題となっている．

　本稿では，ロシア，中国などにおける市場経

済移行の経験に照らしながら，国内改革と対外

開放の相互作用を分析することを目的とする．

第1節では，市場経済移行国の貿易と対外開放

政策の動向を，中国，中欧・バルト諸国，及び

ロシアの三つの国（グループ）について概観する．

第2節は，貿易と投資の自由化が市場経済移行

国の経済成長を促進した経路を概観する．第3

節では，主としてロシアの経験に照らしながら，

ソフトな予算制約の存在などによって対外自由

化が期待されるような効果をもたらさない，あ

るいはマイナスの効果を与える可能性を分析す

る．第4節では，経済改革のシークエンスにお

ける対外開放政策の位置づけを分析する．第5

節では，市場経済移行国のWTO加盟の意義を

分析し，第6節では，結論を述べる．

1．貿易の発展と市場経済移行

1．1対外開放政策の内容

　最初に市場経済移行国に於ける貿易の自由化

措置の主要な内容を整理しておこう．第一に，’

最も基本的な措置は貿易の国家独占の廃止であ

る．計画経済体制下では，貿易も国家独占であ

り，国家貿易企業が貿易活動を独占し，国内経

済を世界貿易から隔離してきた．国家独占廃止

によって，すべての企業が貿易に直接従事でき

るようになる．

　第二に，輸出入ライセンスの廃止である．貿

易への参入の自由化がなされた後も，ロシアあ
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図1．GDPと輸出動向（実質，中国，ポーランド及びロシア）
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　　表し市場経済移行国の貿易，直接投資及び経済成長（1990年代）
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貿易数量の
N平均伸び率
i97／91），％

輸出に占める

ｻ造業品の割
〟i％）

投資に占める

O国直接投資
ﾌ割合（％）

GDPの伸び率（91年から98年までの

N平均，％）

輸出 輸入 91 97 91 97 91－98 備考

ロシア 一1．0 一4．3 na 23．2 0．0 6．4 一6．6 97年のみ正の成長

エストニア na na na 65．5 7．2 19．1 一2．0 95年から正の成長

ポーランド 12．1 14．9 55．4 72．9 1．9 16．3 3．7 92年から正の成長

中国 15．0 14．7 75．7 85．4 33 12．8 10．8 90年が最も低成長で3．8％

参考）日本 3．2 63 96．0 94．6 0．1 0．0 1．1

データ出典〉世銀（世界開発指標）及びIMF（World　Economic　Outlook）．

るいは中国で行われてきたように，特定の品目

グループについて輸出入ライセンスを政府が維

持する場合がある．例えば，ロシアでは，貿易

の国家独占廃止に伴って，国内の価格体系が急

速に世界市場の価格体系に接近することを防止

するために，石油や天然ガス等の輸出数量制限

を1995年置で維持してきた．第三に，同様の

理由から導入される輸入関税及び輸出税の削減

である．

　第四に，経常取引のために必要となる自国通

貨の外貨への交換性を保証すること（すなわち

IMFの第8条の義務を受諾すること）である．

政府による外貨の集中管理制度は，往々にして，

国内産業と競合する輸入を規制するために利用

される．中国では最近まで人民元の外貨への交

換性はなく，外貨へのアクセスの制限が国内産

業保護の重要な手段として利用されてきた．

　また，計画経済下では全ての投資が原則とし

て国家投資であり，外国企業はもとより，国内

企業も自由に投資を行う権利を持っていなかっ

た．市場経済移行によって，企業は投資の自由

を獲得する．外国企業についても，参入可能業

種の規制，出資比率規制，外貨などの生産要素

市場へのアクセスの規制など，差別的な規制が

維持される場合がある．これらを緩和・廃止し，

外国からの参入企業への内国民待遇を付与する

ことが投資自由化の主要な内容である．

1．2経済成長パフォーマンスと貿易及び投資

　　動向

　図1及び表1はいくつかの代表的な市場経済
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移行国の経済パフォーマンス及び貿易・投資の

動向を要約している．図は1980年前から，表

は1990画面からである．市場経済移行国の間

には経済パフォーマンスの大きな差があり，以

下では中国，中欧諸国・バルト諸国，及びロシ

アの3つのグループに分けて，それを概観しよ
う．

（1）中国　中国は，1978年に改革開放政策を開

始して以来，一度もマイナスの成長に陥ること

なく成長し，90年代に入って経済成長は加速し

た．90年代（90年～98年）の経済成長率は年平

均で約11％の高成長であり，輸出も輸入も数

量ベースで年率で15％拡大した．この結果，

輸出数量は，改革開放政策が開始された直後の

1980年と比べて1990年に3倍となり，1997年

頃でに更に3倍の水準となった．1980年には

中国の貿易額は日本の貿易額の10分の1未満

であったのが，1997年には約4割の規模にまで

拡大した．また，投資に占める直接投資の割合

も91年の3．3％から97年の12．8％に急拡大し

た．中国への外国直接投資が本格化したのは

90年忌であり，これは中国の貿易の伸びと経済

成長率が90年代に加速化したことの重要な原

因となっている．

　中国では，改革開放政策が開始された当初は，

貿易権の制限，輸入のライセンスと高関税，為

替規制などによって，厳しく輸入が制限されて

きた1）．国内の価格の自由化自体も時間をかけ

て実施され，1988年の時点でも小売り価格のほ

ぼ30％が公定価格で売られていた．1990年代

になってから貿易の自由化が本格的に進められ

るようになり，通貨の経常取引の交換可能性も

1996年の12月に導入された．但し，最近時点

でも，高関税品目や数量制限品目がかなり多数

残っている．また，貿易権も完全な自由化はさ

れていない．海外からの投資は当初から自由化

されたが，外貨の自己調達義務，量販規制など

が課されてきた．

（2）中欧諸国とバルト諸国　ポーランドやハン

ガリーなどの中欧諸国，旧ソ連諸国の中でもエ

ストニア，ラトビア及びリトアニアのバルト諸

国では，価格と貿易の自由化後の生産低下が収
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束し，最近では持続した成長を遂げてきている．

ポーランドでは，92年から経済成長は正に転

じ，98年までの平均でGDPの成長率は5．3％

であった．図1が示すように，92年から97年

の輸出の伸びは年平均で13．1％であり，貿易は

80年代までには見られなかった急速な伸びを

記録している．ロシアなど旧ソ連邦諸国との間

の貿易は大幅に減少したが，それを上回って市

場経済財との貿易が拡大した．

　ポーランドやハンガリニでは，このような輸

出の増加に工業品輸出の拡大が重要であった．

また，これと密接に関連して外国からの直接投

資も急速に増加し，例えばポーランドでは91

年には国内の資本形成の2％弱に過ぎなかった

のが，97年には，2割程度を占めるまで拡大し

てきた．これらの国では，EU諸国からの直接

投資によって，EUとの間の工業製品の垂直的

な分業関係が構築され’つつある．中国と同様に，

貿易の拡大と直接投資の拡大には密接な関係が

ある2）．

　中欧諸国及びバルト諸国は，市場経済移行開

始当初からかなり抜本的な貿易自由化を行った．

例えば，エストニアは，関税及び非関税障壁を

含めて殆どの貿易障壁を改革の初期段階に撤廃

した3）．また，カレンシーボードの採用によっ

て，1992年に導入された新通貨は経常取引のみ

ならず，資本取引についても完全な交換可能性

が保証されている．バルト諸国は他の旧ソ連諸

国との貿易への依存度も高く，また旧ソ連諸国

内の価格体系の大きな歪みを初期条件として持

っていたために，西側との貿易の自由化が大き

な産業調整困難をもたらすと考えられたが，そ

うした困難を克服してマクロ経済を安定化させ，

また成長軌道にも乗りつつある．ポーランド，

バルト諸国では対外開放政策の面を含めてビッ

グバン・アプローチが概ね成功したと言えよう．

（3）ロシア　ロシア，ウクライナなどはマクロ

経済の安定化にまだ成功していない．ロシアで

は，97年に経済自由化後で初めての小さな正の

成長（プラスα8％）を記録したが，その後の金

融危機の発生によって，98年はマイナス4．8％

となり，IMFによれば99年も大幅なマイナス
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成長が見込まれている．貿易にも大きな伸びは

なく，また，増加しつつあった外国からの直接

投資も98年目金融危機によって大幅に減少す

ることとなった4）．

　ロシア政府は，当初はエネルギー製品への輸

出規制，その後は高水準の輸出税の賦課によっ

て国内の輸入競争産業の保護をした5）．ロシア

では関税率が低かったので自由化直後は産業保

護がなされ・なかったとの見方があるが，輸出規

制は関税等による国内産業保護と同じ保護効果

を持っている．国際経済理論でよく知られてい

るラーナーの対称性によれば，関税を課しても

輸出税を課しても，相対価格（実質賃金を含め

て）は同じであり，唯一異なるのは国際的に比

較した国内の物価水準（賃金水準を含め）が関税

の場合に輸出税と比べて高くなることである6）．

ロシアではエネルギー資源等への輸出税が削

減・撤廃される反面，関税が強化されたが，平均

で13％程度，最高で30％程度で比較的低い．

また1996年の6月には経常取引の交換可能性

が導入された．

2．市場経済移行の原動力としての貿易と投資

　中国や中欧の経験は，貿易と投資が市場経済

移行国の経済成長に非常に重要な役割を果たし

てきたことを示唆している．以下の三つの経路

が重要であると考えられる．

2．1利用可能な生産資源の拡大

　貿易の最も基本的な機能は，交換の利益を活

用して国内で利用可能な経済資源を実質的に拡

大することである．その結果，投資水準と消費

水準を同時に高めることができる．中国では，

貿易の発展が，郷鎮企業や外国直接投資企業な

ど非国有企業の成長に決定的に重要であった．

融資，外貨などの生産資源へのアクセスにおい

て国有企業が高度に優遇されていたために，非

国有企業は貿易によってこれらの資源を自ら獲

得することが，その成長のためには極めて重要

であった．中国の郷鎮企業による国有銀行への

アクセスは極めて制約されており，貿易活動に

よって資金と外貨を取得し，企業成長への投資

を行ってきた．また外国からの直接投資も，資
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本財や原材料の輸入に必要な外貨と資本を自ら

調達することを義務づけられてきたので，輸出

することのみによって投資や輸入コストを回収

することが出来た．したがって，貿易の国家独

占を廃止し，魂鎮企業と外国企業にも貿易に参

画する権利を与えたことが，これらの企業の成

長を可能にした．

　中国の貿易や投資の自由化の特徴は，国内の

既存企業に大きな悪影響を与えないとの意味で，

パレート改善的に進めてきたことである7）．外

国投資企業には外貨あるいは銀行融資へのアク

セスが禁止されてきたので，外資企業の進出が

これらの生産要素の価格を上昇させ，既存の国

有企業のコストを高めることが避けられた．ま

た同時に内販規制も課されていたために，国内

販売で既存の国有企業と直接競争することも抑

制されてきた．このように規制された貿易と投

資の自由化は，国有企業分野の産業調整を遅ら

せ，自由化の効果を損なうことになる．しかし，

第3節で述べるような国有企業の産業調整の困

難さを考慮すると，こうした規制された自由化

も一時的な保護政策としては合理性があった可

能性もある．

2．2　国際的な技術移転

　貿易機会は，直接投資，委託加工貿易などを

通じて外国からの技術移転を促す．所得の低い

国が外国から技術（あるいはそれを体化した資

本財）を導入していく上での大きな制約は，所

得が低く内需が小さいために，その採算がとれ

ないことである．即ち技術水準の低さ⇒所得の

低さ⇒国内需要の小ささ⇒技術導入の採算性の

悪さと言う悪循環が働く危険がある8）．貿易は

この悪循環から抜け出る有力な方法である．と

いうのは貿易財を生産する部門では国内需要が

小さいことの投資への制約が小さいからである．

外国から技術を導入し生産された工業製品を輸

出することによって外国技術の導入コストを回

収できる．

　日本企業を含めて外国企業による中国の経済

特別区への輸出志向の直接投資は正にこれをビ

ジネスにしてきたと言えよう9）．これらの企業

は，製品の輸出によって，資本財の輸入，日本
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からの専門家派遣など技術移転に必要な外貨を

稼ぎだしてきた．直接投資だけではなく，香港

企業と郷鎮企業の間の委託加工貿易も，貿易機

会を活用して，市場経済における経営のノウハ

ウを移転する重要な経路であった．現在起こっ

ている西ヨーロッパ諸国から中欧諸国への垂直

分業型の直接投資も同様の性格を持っている．

2．3　長期的な視野に立った企業行動の促進

　計画経済下では企業間取引の契約履行は国家

が保証していたので，各企業は企業としての独

自の信用力を確立する必要はなかった．このた

めに，市場経済移行国の国有企業にも新規に成

立した民間企業にも信用力が無く，これらの企

業の間では投資，技術提携など長期的な経済取

引が成立しにくい．信用力が存在しない企業間

の取引は，短期的となり，また担保を重視した

ものにならざるを得ないからである．実際ロ

シアで現在広く広がっているバーター取引の重

要な動機の一つは，企業の信用力が相互に欠如

している中で取引相手の機会主義的な行動を防

ぐことであるlo）．

　他方，ブランド名が確立した外国企業との取

引では，市場経済移行国の企業も長；期的な視野

に立つ誘因が高まる．外国企業との取引で機会

主義的な行動をすれば，こうした企業との将来

の取引機会にマイナスの影響があることが明確

だからである11）．中国の郷鎮企業が香港企業と

の委託加工貿易を通して商業道徳を学んだと評

価されているのも12），長期的な視野で経営をす

る市場経済国の企業との取引の経験が，中国の

盲縞企業に長期的な評判を確立するメリットを

自覚させたと理解することが出来る．このよう

にして，貿易機会は，国内の企業が長期的な視

野で経済取引を行い，その信用力を確立してい

く誘因を与える上で，重要な役割を果たすもの

と考えられる13）．

3．ソフトな予算制約と対外自由化の効果

　ソフトな予算制約など国内に重大な歪曲があ

る場合，貿易及び金融市場の対外自由化は，期

待され，た効果を持たないか，却ってマイナスの

影響をもたらす可能性さえもある．ロシアなど

の経験に照らすと，以下の三つの可能性が重要

であると考えられる．

3．1相対価格の変化がもたらすマクロ経済の

　　不安定化

　価格の自由化と貿易の自由化は多数の損失企

業を発生させるために，財政赤字を悪化させ，

その結果，マクロ経済の不安定化を助長する可

能性がある．計画経済下で発生した国内価格体

系と世界価格体系の膨大な差は，国家貿易企業

による輸入あるいは輸出マークアップの徴収，

及び輸入補助金の交付によって維持されてきた．

貿易の自由化は，国内の価格体系の大幅な変更

をもたらすことになる．企業への予算制約がソ

フ．トであるために，それによって発生する多数

の損失企業を政府が救済せざるを得ない場合，

貿易の自由化は財政赤字の拡大をもたらすこと

になる．更に，政府赤字をファイナンスする方

途が通貨発行しかない場合，貿易の自由化はイ

ンフレの高進をもたらすことになる．国内の価

格体系と世界の価格体系が異なれば異なるほど，

このような影響は大きい．

　ロシアの場合，図2に見るように，1992年か

らの価格と貿易の自由化は大幅な価格体系の変

化をもたらした．91年から96年の間に，電力

及び燃料の価格は繊維製品などの軽工業価格と

比べて10倍に上昇した．低位に抑制されてい

たエネルギー資源価格が製造業品の価格と比べ

て大幅に上昇したのである．図2が示すように，

このような相対価格の変化と生産水準の変化に

は明確な正の相関があり，価格が下落した産業

分野ほど生産が大幅に低下した．このような価

格と生産の間の正の相関は，価格自由化以前に

は公定価格が市場均衡価格を下回っていたため

に割り当てが行われていたこと及び貿易が抑圧

されていたことと整合的である．公定価格が均

衡価格を下回る程度が大きい程，価格自由化に

よって価格は上昇しまた同時に生産量は増大す

る．同様に，国内価格が世界価格を上回る産業

分野ほど，貿易自由化によって価格は下落し生

産は低下する．

　このような大幅な相対価格の変化は，ロシア

では資源産業の収益を著しく高めると同時に，
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多くの製造企業の損失をもたらした．ロシアに

おいて過去数度にわたる安定化政策が失敗して

きた原因は，後者の産業への救済融資を含めた

広義の財政赤字をコントロールできなかったこ

とにある．1992年初めから本格的な経済自由

化と安定化のためのプログラムが実施されたが，

同年の第3四半期には企業間債務問題の救済の

ための対産業融資14＞，財政赤字のファイナンス

のための対政府信用そして他の共和国への貿易

信用供与等のためにマネーサプライは急激に拡

大した．この結果，1992年は年間で約1500％

のインフレとなった．1993年に入っても金融

政策は一度春にタイトになったものの，企業間

債務の救済を含めた対産業・農業信用のために

その後の急速な拡大が続いた．1993年のイン

フレ率は年間で約900％になった．更に，一時

は成功する「かに見えた1995年からの安定化政

策も，税の未払いなどによる財政赤字の根本的

な改善が実現できず，また97年の末には企業

間の未払い問題の大幅な拡大などをもたらし，

98年にアジアの金融危機の深まりをきっかけ

として破綻することとなった．

3．2弱いサプライサイドの反応

　予算制約がソフトであることは，以上述べた

ようなマクロ経済不安定化の問題に加えて，企

業のリストラクチャリングや産業構造の転換を

遅くする問題も引き起こす．貿易の自由化によ

る輸入競争産業の利益の低下は，生産性を上げ

てその産業に留まるか，その産業から撤退する

かの選択を迫るシグナルである．いずれのリス

トラが実現しても，効率の低かった産業分野か

ら，資金などの生産要素が開放され，てこれを，

輸出産業などより効率の高い分野で利用するこ

とが可能となる．しかしながら，企業損失が政

府によって補填される場合，すなわち予算制約

がソフトである場合は，このようなシグナルは

十分に機能しなくなる．この結果，貿易の自由

化がもたらすはずの生産性の向上と産業構造の

転換が容易には実現しないことになる．

　但し，ロシアの場合でも，相対価格の変化に

応じた国内の生産資源配分の変化は確実に起き

ている．図3は，国内の生産パターンの変化と

投資パターンの変化の相関を示している．生産

の減少が大きい軽工業の分野では投資も大幅に

低下し，逆に収益性が向上したエネノレギー分野

では投資の水準は余り低下していない．

　ロシアにおける輸出産業のサプライ・レスポ

ンスが弱いことは，ロシアに比較優位がある輸

出産業が石油，天然ガス，希少金属などの資源

産業であることにも原因があると考えられる．

こうした産業では，新規開発の投資費用は非常

に膨大であり15），しかもこれらの投資の大半は

サンタコストになってしまう．このために，投

資家から見ると，莫大な投資をした後に，政府
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30

が課税率の引き上げ，外国企業への規制強化な

どを行うために，収益を剥奪されるリスクが大

きい．比較優位が資源産業にあるが故に，一定

のサプライ・レスポンスを得るためには，ロシ

アは他の国よりクレダブルな政策の確立が必要

となっている．

3．3金融市場の自由化がもたらす金利上昇に

　　よる悪影響

　金融市場の対外自由化も国内経済の困難を悪

化させる危険がある．アジアの経済危機でも例

証されたように，国際資本市場は必ずしも効率

的ではなく，国内のバブルとクラッシュを拡大

する危険もある．市場経済移行国の多くは脆弱

な金融システムを持っており，資本取引の自由

化には慎重である必要があるのは明確である．

以下では，国際資本市場の不安定性ではなく，

銀行の国家独占廃止による金利の上昇がもたら

す潜在的な悪影響について検討しよう．

　計画経済国では，銀行も国家独占であり，政

府はその買い手独占力を利用して国内の貯蓄を

低い金利で調達し，それ，を国有企業の融資に配

分することが可能であった．金融市場の国内自

由化と対外自由化は，国際金融市場で決まる市

場金利を預金者に保証しなければ，預金を集め

ることを困難にする．この結果，政府からみた

国内貯蓄の供給は，計画経済下では金利に対し

40　　　　　　50　　　　　　60

　生産（96／90）

70 80 90

て非弾力的であったのが，価格に対して高度に

弾力的なものに変化する．ロシアのようにドル

化が進んだ国では，特にそうである．したがっ

て，金融市場の自由化の結果，政府や企業が調

達することの可能な資金の金利水準は高くなる．

　金融市場の対外自由化は国内居住者の資産運

用の選択肢を拡大し，この点では国内経済に利

益をもたらすが，財政問題や国内投資を阻害す

る程度が大きければ，全体としては不利益をも

たらす可能性もある．国内貯蓄に対する買い手

独占権の喪失に伴う政府の借り入れ金利の上昇

は，政府の財政問題を悪化させ，マクロ経済の

不安定性を高める危険がある．また同時に，国

内企業が調達する資金の市場金利の上昇は，国

内投資を阻害する．

　ロシアの場合，企業が直面している金利の水

準は，最近の金融危機以前でも著しく高かった．

ロシアの貯蓄率は1997年目GDPの約25％と

推計され，比較的高水準であるが，1997年の平

均で，預金金利が実質で13％，預金金利と貸出

：金利のスプレッドが15％であり，96年ではそ

れぞれ72％と92％であった16）．預金金利が高

いことはディスインフレ政策を反映し，大きな

スプレッドは，債務不履行のリスクがロシアで

は高いことを反映している．後述するように，

預金金利が高いこと自体がスプレッドが大きい
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図4・金利と返済確率の関係　　　　　　　　ロシアのように，破産のペナルティーが弱い

　　　　　　　　　　　　　　　　　場合（Cが小さい場合），同じ金利水準に対して

　　　　　　　　　　　　　　　　　返済確率は低くなる．したがって5（7，C）は

　　　　　　　　　　　　　　　　　予算制約がハードな場合と比べて左に移動する．

　　　　　　　　　　　　　　　　　他方，金融市場の対外的な自由化は，代替的な

　　　　　　　　　　　　　　　　　資産運用機会の改善（7＊の上昇）と捉えること

　　　　　　　　　　　　　　　　　が出来る．したがって7（S，〆）が上方にシフ

　　　　　　　　　　　　　　　　　トする．したがって二つの要因は両方とも，銀

　　　　　　　　　　　　　　　　　行の貸出金利を上昇させると共に，銀行への返

　　　　　　　　　　　　　　　　　済確率を低下させる．返済確率の低下によって

ことの原因の一つをなしている，このような高

い銀行金利では企業は銀行借り入れによる投資

を行うことは出来ない．実際，小数の輸出志向

企業を除いて，ロシアの大半の企業は1997年

時点で，自己資金以外では投資を全く行うこと

は出来ない状態にあった17》．

　企業が調達できる金利の上昇が，企業のモラ

ルハザードを悪化させ，一層の金利の上昇をも

たらす悪循環の可能性を以下の簡単なモデルで

示すことが出来る18）．図4において，横軸は銀

行融資の返済確率（5），縦軸はその貸し出し金

利（7）を示している．銀行（あるいは家計）にと

って国内企業への融資を代替する資産運用の機

会があり，それにはリスクが無く，図の7＊の

水準であるとする．融資の金利が競争的に決ま

っており，また銀行がリスクに中立的であると

すると，ある返済確率（S）に対して銀行が採算

をとれ，る貸し出し金利の関係は図の7（S，7＊）

のように右下がりになる．返済確率が高い場合，

代替的な資金運用の機会と比べた採算を確保す

るには金利を下げて良いからである．

　他方で，金利の上昇は，企業の返済確率を低

下させる．企業が破産に陥る可能性を高めるか

らである。このために，ある金利水準7の状況

で企業が返済する確率S（γ，C）も，図4のよ

うに右下がりとなる．ここでCは金融規律の

程度を示すパラメータであり，Cが小さければ

この曲線は右に移動する．市場の均衡金利は，

上述の二つの曲線7（S，γ＊）と∫（のの交点で

与えられる．2つの交点のうち，曲線Sの傾き

の方が大きい点Eが安定な市場均衡である．

預金と貸出金利のスプレッドが拡大するために，

銀行の貸出金利は代替的な資産運用金利の上昇

の程度を越えて上昇する．もし，この程度が大

きければ，金利上昇と返済確率の上昇の悪循環

によって国内の貸し出し市場は存在できなくな

る．

　このように，企業の予算制約がソフトである

場合，金融市場の対外自由化には重大な副作用

がある可能性がある．国有企業の効率が低いの

は，補助金のために資本，エネルギー等の生産

要素の利用へ充分な代価を払っていないのが原

因だから，これらのコストを高めるべきだとの

考えがある19）．しかし，金融規律が低いままで

は，企業が支払い不能の状態に陥る可能性を高

くする政策は，国内金融市場の存在を困難にす

る可能性がある．

　他方で，銀行システムの国家独占は，それ自

体がソフトな予算制約の手段を提供しているの

で，予算制約のタイト化のためにも，長期的に

は，競争的な銀行システムに移行する必要があ

る．銀行制度が国家独占であると，国家には裁

量的に利用できる資金が豊富にあることとなり，

予算制約のハード化は困難である．中国は銀行

の国家独占を維持することによって，国有企業

部門の経営不安定化を避けて来られたが，同時

に国有銀行に不良債権が集積した．世銀（1996）

が指摘するように，このような不良債権は金融

と財政への大きな負担となっており，今後マク

ロ経済の不安定化の原因となる危険もはらんで

いる。急速な金融システムの対外開放は企業あ

るいは政府の調達資金コストの上昇によるマク

ロ経済の不安定化効果をもたらす危険があるも
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のの，長期的には競争的な銀行システムへ移行

していくことが，予算制約をハード化するため

に必要である．

4．市場経済移行の戦略と対外開放政策の選択

4．1　ビッグバン型改革が成功する条件

　貿易の自由化を含めた市場取引の全面的な自

由化を主要な戦略とするビッグバン・アプロー

チは，概ね成功しつつある国もあればそうでな

い国もある．中欧諸国及びバルト諸国はそれが

成功し，ロシアでは，半ばそれを自指しつつ成

功しなかった．バルト諸国では，カレンシーボ

ードの導入を含めて，政府が企業を救済する手

段を事前に縛ってしまったことが，貿易の自由

化による産業調整困難がマクロ経済の不安定化

をもたらすことを予防したと言えよう．他方，

ロシアの経験が示しているのは，自由化の実施

は比較的容易であるが，企業の予算制約のハー

ド化など国内改革が円滑に実施できないと，自

由化は大きな効果を上げられない点である．

4．2　ビッグバンでなければ改革は失敗するか

　中国の経験は計画経済からの部分的な改革が

必ず矛盾にぶつかり経済状況を悪化させるもの

ではなく，企業への自主権の付与を柱とした漸

進的改革が本格的市場経済化への強い力を発揮

し得ることを実証している．貿易と投資の自由

化の分野でも，高度に保護主義的な政策から初

めて，WTO加盟を目指して大幅な自由化をコ

ミットできる段階まで自由化が進んだ。貿易と

投資拡大による大きな利益を享受するのには，

完全な自由化を必要としない．

　部分的な改革によって経済状況は更に悪化す

る可能性があり，部分的改革は不可逆な改革と

ならないと主張するビッグバン論者は，計画経

済体制が補完的な制度をセットにした安定的な

経済体制であることを前提にしているように考

えられる．例えば，ミルダロムとロバーツ

（1992）は“共産主義から資本主義への移行の中

途にある経済は往々にして化け物であり，機能

できない存在である．移行の途中で溺れてしま

わないで，内部的に整合した新しい形態に行き

着くことが極めて重要である”と述べている．
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しかし，中国の場合は計画の意図的廃止によっ

て市場経済化が進んだのではなく，企業改革を

中心とする改革によって市場経済が成長し計画

経済部門が凌駕される形で市場経済化が進行し

た（“growing　out　of　the　plan”）．マックミラン

とノートン（1992），林・票・李（1996）やジェフ

ァーソンとロースキー（1994）が指摘するように，

企業への自主権の付与が非国有企業の参入とと

もに市場競争の激化をもたらし，それが企業の

一層の自主権の要求につながり，計画経済の範

囲は時間がたつにつれて大幅に縮小してきた20）．

このことは，計画経済はそもそも不均衡なシス

テムであったことを示唆している．ミルダロム

とロバーツの前提と異なって，計画経済体制が

そもそも本来的な矛盾をはらんだ体制であった

とすれば，ビッグバン改革でなくても，改革は

不可逆的に進展する．

　但し，部分的改革による既得権益の保護がそ

の後の改革を妨げる危険は明らかに存在する．

貿易政策の場合に特にその危険性が高いことは，

多くの先進工業国でも貿易の自由化が容易では

ないことがよく示している．貿易保護を一度何

らかの理由で導入するとそれを自由化するには，

往々にして強い政治的な契機が必要となる．し

たがって，貿易の自由化へのコミットを早い段

階でしておくことは，重要である．市場経済移

行国のWTO加盟あるいはEU加盟はこのよ
うなコミットを促す手段である．

4．3経済改革のシークエンス

　企業の予算制約のハード化は，貿易あるいは

金融の自由化など他の改革措置が有効であるか

どうか，特に自由化措置がマクロ経済の安定を

阻害しないかどうかを強く左右することになる

ので，経済改革措置のシークエンスにおいても

高いプライオリティが与えられるべきである．

もちろん，予算制約のタイト化は他の経済改革

措置と無関係には進められない．価格など国内

の自由化は，経営責任が企業側にあることを明

確にする上で不可欠であり，また参入の自由化

は，市場を独占しているが故に倒産させられな

いことが予算制約のタイト化を妨げないために

必要である2D．しかし他方で，対外的な自由化
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は一般に予算制約タイト化の必要条件ではない．

輸入競争が国内独占の市場支配力の抑止に必要

でも関税をぜロとする必要はないからである．

　国有企業の予算制約がソフトであるという前

提では，中国で実施されたように国有企業が直

面する価格体系のグラジュアルな世界価格への

接近にも積極的な意味がある22）．国有企業が大

きなマイナスのショックを被ることを避けるこ

とによって，赤字国有企業を政府・悪銀が事後

的に救済する必要性が減少し，またそれによる

財政赤字の拡大によるインフレの危険を防ぐこ

とが出来るからである23）．

5．市場経済移行国のWTO加盟

　中国とロシアを含めて，大半の市場経済移行

国はWTO加盟を申請している．中国の
GATT加盟申請は1986年になされ，ロシア，

ウクライナなどは1993年に加盟申請をしてい

る24）．しかしながら，スロベニアなど小数の国

を除いて未だ実現していない．

5．1WTOと計画経済
　WTO協定には，加盟国が市場経済国でなけ

ればならないとの明確な規定はない．国家が独

占権を付与する企業や国家企業に関しては

GATT第17条の規定がある．しかし，この条

文を含め，GATTは国家独占の廃止あるいは

国有企業の民営化を義務づけてはいない．

　しかし，GATT第17条は加盟国が国家企業

を設立する場合，あるいは企業に排他的な権利

あるいは特権を供与する場合に，これらの企業

が商業的な考慮のみにしたがって販売及び購入

をすることを，各国政府が確保するように義務

付けている25｝．したがって，CATT第17条は

国家計画にしたがって企業が経営されることを

許容していない．また，GATTの中心的な規

定は関税譲許であるが，国家貿易の場合，関税

譲許は実質的な意味を失う危険がある26）．した

がって，WTOは暗黙ながら，市場経済を前提

としていると言えよう27）．

　このため，市場経済国におけるWTO加盟交

渉では，民営化の進捗度や国家独占廃止の程度

に格別の注意が払わんてきた．特に中国の加盟
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交渉では，貿易権の自由化が大きな争点の一つ

になってきた．

5．2WTO加盟の市場経済移行国への便益

　以下の三つが重要であろう．第一に，WTO

に加盟することによって，貿易自由化措置を国

際的にコミットすることになり，貿易自由化措

置をより非可逆なものにすることができる．す

なわち，国際的に譲許した関税を上回って関税

を引き上げること，非関税措置を利用して輸入

を制限することなどは，国際約束違反となるの

で，自由化措置が単に国内の改革措置である場

合と比べて非可逆になる．これらの結果，貿易

制限措置が国内の保護主義的な圧力で再導入さ

れる，あるいは既存の保護措置が長期化する危

険を減らすことが出来る．

　第二に，国内政策を含めて政策の透明性が国

際的に要求され，るようになる．貿易に影響のあ

る政策措置は全て国際的に公表する義務を負う

ことになる．また加盟国の政策はWTO事務

局による定期的な貿易政策レビューの対象とな

る．政策の透明性が高まることは，国内の経済

政策の信頼性を高める上でも重要である．

　第三に，外国政府による差別的な貿易制限措

置の対象となる危険性が減少する．WTO加盟

の審査は，原加盟国が新規加盟国に貿易と投資

の自由化を要求する一方的な過程であり，原加

盟国が現状でWTOヘコミットしている水準

を超える自由化をこれらの国に求めることは出

来ない．しかし，これらの国による差別的な貿

易規制は排除可能となる．ロシア，中国などは

WTOに加盟していないために，これらの国に

対する差別的な貿易制限措置を外国が行っても

2国間ベーズで解決するしか方途が残されてい

ない．現実に，ロシアや中国は米国とEUの貿

易政策上は“非市場経済国”として分類されて

おり，そのために反ダンピング規制の運用28）に

おいてより裁量性の高い貿易制限がなされてい

る．また日本も，繊維の分野で中国からの輸出

の自主規制を求あている．

6．結論

中国，中欧，あるいはバルト諸国の経験は，
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貿易及び投資の自由化が，市場経済移行に強力

な力を発揮してきたことを示している．貿易機

会は経済成長に必要な経済資源を拡大し，国際

的な技術移転を促進し，長期的な視野に立った

企業行動を促す．しかし，他方で国内改革の実

施が不十分である場合，貿易と投資の自由化は

大きな効果をもたらさず，却ってマイナスの効

果をもたらす可能性もある．特に，企業への予

算制約がソフトな場合は，貿易の自由化がもた

らす相対価格の変化，金融の対外自由化がもた

らす政府あるいは企業の調達金利の上昇が，マ

クロ経済の安定や国内の金融市場を阻害する危

険もある．

　マクロ経済の安定化に成功していないロシア

などでは，当面，財政バランスの回復を最重点

にしていく必要があろう．市場経済移行は，ほ

ぼ必然的に財政バランスの悪化をもたらす．価

格と貿易の自由化によって発生する価格体系の

大幅な変化は多数の損失企業を発生させる．ま

た金融市場の自由化は，政府の赤字を競争的な

金利でファイナンスする必要性をもたらす．更

に，民営化は，従来は政府が国有企業の利潤と

して得ていた税収入を確保することを困難にす

る．こうした国家財政の悪化は，国家破産の可

能性すらもたらしている．こうした国について

はIMFの政策は，財政の安定化を最重視した

ものでなければならないであろう．貿易や投資

の自由化の促進は，当面はるかにプライオリテ

ィーが低い．

　他方，こうした国でも自由な貿易と投資体制

への長期的なコミットメントは非常に重要であ

る．WTO加盟が，そのための一つの手段を提

供している．また，市場経済移行国とその他の

国の間の貿易機会の拡大は，市場経済国の貿易

自由化にも強く依存している．アンチダンピン

グ規制の改革などを含めて，市場経済国の貿易

を一層自由化し，保護貿易的な手段を押さえて

いくことは，自らの利益になるばかりではなく，

市場経済移行を支援していく上で重要である．

　　　　　（一橋大学イノベーション研究センター）

　注

　1）中国の貿易政策の歴史的変化については馬
（1995）及び金（1996）を参照．

　2）例えば，Hoekman　and　Djankov（1996）を参照．

　3）中欧諸国の経済政策の最近の動向は，EBRD
（1997，1998）のTransition　reportを参照．

　4）IMF（1999）によると，97年の62億ドルが，98

年には12億ドルに減少した．

　5）　ロシアの貿易政策の歴史的な動向については，

Konovalov（1995）及びGlaziev（1995）を参照．

　6）　ロシアが関税ではなく輸出税を使って産業保護

をしてきた理由として，最初の改革派政権の対外関係

省の次官であり後に大臣となったグラジエフ氏は，以

下の興味深い指摘をしている（Glaziev（1995））．第一

に，ロシアのマクロ経済の不安定性と国内競争の欠如

は，輸入制限を使うことを困難にした．一時的な効果

ではあるが，輸出税はインフレを抑制する効果がある

のに対して，関税はインフレを悪化させる．第二に，

生産者の方が消費者に比べて政治力が強い状況にあっ

て，輸入制限より輸出制限の方が後に自由化し易い．

　7）Lin，　Cai　and　Li（1994）及びQian（1999）が指摘

するように，これは価格の自由化の進め方を含め，中

国の経済改革全般に共通する特徴である．

　8）　こうした悪循環については，Murphy，　Vishny

and　Schleifer（1989）を参照．

　9）　直接投資が技術移転に与えた効果の実証分析に

ついては例えば浦田（1996）を参照。

　10）　ロシアにおける工業販売においてバーター取

引が占める割合は，1993年には10％未満であったが，

企業間未払いの拡大に伴い1997年の第1四半期には
40％となり，最近は更に拡大している（the　Russian

Economic　Barometer）．筆者が，1997年の11月に行

ったガスプロム社でのインタビューでは，1996年にそ

の販売の40％しか支払われず，12％から13％しか現

金払いでなかった．多くの企業には税の未納金があり，

税務当局による取引利益の差し押さえ回避もバーター

取引蔓延の重要な動機である．

　11）　ロシアでは契約履行がしばしば困難である原．

因として，商法などの法整備及びその執行機関が不十

分であることがしばしば指摘される．しかし，市場経

済国でも，契約履行は，往々にして，法的な措置では

なく評判のメカニズムに依存したself－enforcingなも

のである（Milgrom　and　Roberts（1992））．

　12）金談松（1996）．

　13）　ロシアでも，ルークオイル，ノルリスク。ニッ

ケルなど国際金融市場で資金調達をしている輸出志向

の企業は，国際会計基準を採用しまた国際的な会計事

務所による監査を行っている．

　14）　中央銀行の融資増の約5割を占めたと推計さ
れている（Easterly（1993））．

　15）例えば，天然ガス分野での新規の開発投資で

ある，ヤマル半島とヨーロッパ間のガスパイプライン

は数百億ドルの投資を必要としている．

　16）世銀，世界開発指標（1999）による．

　17）1997年の11月頃行った銀行協会などへのイ
ンタビューによる．

　18）長岡（1999）を参照．
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　19）例えばマッキノン（1991）は信用システムをハ

ード化するプログラムには，恒常的に借金を重ねてい

る企業から返済を強制すること，そして物価水準が安

定するまで新規融資の流れを厳格に制限することに加

えて，実質金利を正にすることがあるとしている．

　20）1994年には，工業生産で国有企業の生産シェ

アが半分を割るほど非国有企業が成長してきた．

　21）公益産業の例で明らかなように，独占事業の

不安定は消費者に大きな悪影響をもたらす可能性があ

り，それを破産させることも困難である．

　22）　中国は二重価格制（すなわち計画数量内の生産

物は公定価格で政府に売り渡す義務があるがそれを超

えた部分については市場価格で販売してもよい制度）

を採用した．但し，二重価格制自体も，レソトシーキ

ング活動などの不効率をもたらしたことに注意を要す
る．

　23）　マッキノン（1991）は，このためにカスケード

型の関税（すなわち最終財に効率の関税をかけ，中間

財に中間レベル，そして原材料及びエネルギーにマイ

ナスの関税すなわち輸出税をかける）を提言した．

　24）　通産省，産業構造審議会，不公正貿易白書
（1998）を参照．

　25）GATT第17条の第1項は，国家企業あるい
は排他的ないし特権を与えられた企業が，その購買と

販売において非差別的である．ことを保証することを加

盟国に義務づけている．また非差別的であるとは商業

的な配慮のみしたがって購買及び販売を行うことであ

ると定義している，

　26）GATT第2条には，輸入独占についての規定
があり，輸入独占が関税譲許を無効化しないことが求

められている．

　27）ハンガリー，ポーランド，ルーマニアは計画経

済国であった当時に，GATTに加盟したが，これは輸

入数量目標の設定など特殊な加盟条件で可能となった．

またチェコスロバキアとキューバはこれらの国の共産

革命以前にGATTに加盟していた．

　28）EUにおいてはセーフガード規制においても
そうである．
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